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学校給食における脂肪エネルギー比率の現状と
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Abstract:Wlththefocusonthefatintakefrom schoollunchservices,theratioof

fat-derivedenergyandthemenusasitoughttobewerestudied.Themenusoften

schoolswereanalyzedandthefbllowlngresultswereobtained.

Manyschoolspresentedahighaverageoftheratiooffat-derivedenergy.Halfofthe

schoolsmarked25.4%orlessforthe"Japanese-Stylemealllmenuswhilemanymarked

32.1%onan averageforthel'othertype"menus.Atalloftheschools,theratiowiththe

1.deep-friedfoodincluded''menuswashigherthan thatwiththe"nodeep-friedfood

included"menus,33.0% fortheformeragainst28.5% forthelatteronaverageoftheten

schools.Atalloftheschools,thefat-derivedenergyratiowasintherangefrom22.2%to

29.9%withthellricebased"menus,and32.3%tonearly40%withthe''othertype..menus.
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Ⅰ緒言

前報1において,子どもの肥満や生活習慣病雁患,

生活習慣病予備軍が増加している現状と脂肪摂取量

に関する問題について,明らかにした｡

肥満は,エネルギー摂取量が消費量より大きくな

った状態が持続したときに生じるものであるが,エ

ネルギーの総摂取量に加え,その内容として総エネ

ルギーに占める総脂質の割合(以下,脂肪エネルギー

* 福岡教育大学教育学部,

** 長崎大学大学院生産科学研究科,

*** 長崎大学大学院生産科学研究科博士前期課程,

**** 福岡教育大学大学院教育学研究科修士課程,

*****純真短期大学

受簡年月日 2006年 (平成 18年)11月29日

受理年月日 2007年 (平成 19年) 5月 14日

-17-

比率)や動物性脂質摂取量の増加が注目されている｡

その深刻な事態に対応するため,国の基準として

の脂肪の所要量が,17歳以下では長年 ｢25%-30%｣

であったのが,平成 17年 5月に示された日本人の食

事摂取基準2では ｢20%以上 30%未満｣と,下限が

大きく引き下げられた｡

学校給食の脂肪エネルギー比率については,平均

摂取栄養量として学校給食要覧3の中に,本年3月発

行のものに初めて示された｡それによると,平成 16

年度は,全国平均で小学校 29.2%,中学校28.0%で

あったO最新の国民健康･栄養調査報告4によると,7

歳-14歳の平均値では,男子28.4%,女子29.0%で

あったOすなわち,学校給食の脂肪エネルギー比率

は,食生活全般を通した平均値とも近似した値とな
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っていると言える｡また,前報でも,学校給食にお

ける脂肪エネルギー比率が必ずしも低くはないこと

が示された｡しかし,新しい日本の食事摂取基準が

出された後の給食における脂肪摂取のあり方として,

個々の学校の給食の脂肪エネルギー比率を細かく検

討したデータはみられない｡

本研究では,学校給食における脂肪摂取の問題に

注目し,日本人の食事摂取基準が公表された後に実

施された個々の給食について,献立を分析し,脂肪

エネルギー比率の現状を明らかにし,今後の給食献

立のあり方について検討する｡

Ⅰ 方法

福岡県内の種々の給食実施態勢の学校 10校につ

いて,給食の脂肪エネルギー比率を調べた｡平成 17

年5月に日本人の食事摂取基準が示されて半年あま

りが経過した平成18年1月に実施された給食の献立

票,または給食日誌,月報等を用いて分析した｡各

学校の属性は表 1に示したo

各学校の給食献立を次の観点から分析し,脂肪エ

ネルギー比率を比較した｡

1.脂肪エネルギー比率の月平均値

2.和食献立であるかどうか

3.主食が米飯であるかどうか

4.揚げ物を含むかどうか

5.主菜の主材料が魚や大豆･豆製品であるかどうか

6.冷凍やレトルトなどの二次加工品の使用の有無

6.については,材料配合の示された資料の得ら

れた7校についてのデータを分析した｡

解析には,EXCELLアンケート太閤を用い,対応

のある場合の母平均の差の検定,および単相関係数

の算出による母相関の検定を行った｡

Ⅲ 結果および考察

1.学校給食における脂肪エネルギー比率の月平均値

10校の給食について,それぞれ脂肪エネルギー比

率の月平均値を算出し,表 1に記した｡

脂肪エネルギー比率が20%台であったのは4校で,

残りの6校は30%以上であった｡新しい食事摂取基

準の上限 ｢30%未満｣を越えている学校が過半数見

られたことになる｡

また,学校給食には平均栄養所要量の基準5が定め

られている｡日本人の栄養所要量の基準を参考とし,

食事摂取基準の考え方を尉酌しつつ算出されたもの

で,脂肪については,｢学校給食による摂取エネルギ

ー全体の25%-30%｣とされている｡各校の脂肪エ

ネルギー比率の月平均値をこれと照らし合わせても,

上限を越えた学校が10校中4校にも及んでいること

がわかった｡また,基準内には収まっていたものの,

基準のちょうど上限の値に相当している学校も,2

校見られた｡基準の中間値以下を示した学校は,わ

ずか2校にすぎなかった｡

この 10校の数値を,緒言で示した学校給食におけ

る脂肪エネルギー比率の全国平均(小学校29.2%,中

学校28.0%)と比較すると,これらより高い値となっ

ているところが多く,平均値で 1ポイント程の差で

あった｡しかし,この全国平均自体が決して低いも

のではなく,前述の国民健康 ･栄養調査報告の結果

(7歳-14歳の男子平均値 28.4%,女子 29.0%)とも

近似したものとなっている｡言い換えると,本研究

の調査対象校の過半数の学校の給食は,食生活全般

を通した脂肪エネルギー比率の平均値よりも高い値

となっているということになるO

学校給食は,栄養のバランスのとれた食事ができ

るよう工夫され,成長期にある児童生徒の健康の保

持増進等に大きな役割を果たすとともに,望ましい

食習慣を形成する重要な役割を担っている6｡にもか

表1 学校給食における脂肪エネルギー比率の月平均値

学校 A B C D E F G H l J 平均値

校種 小学校 小学校 小学校 小学校 小学校 小学校 小学校 中学校 中学校 中学校 小学校中学校調理方式 単独調理単独調理単独調理単独調理単独調理単独調理単独調理単独調理共同調理共同調

献立方式 自校献立自校献立自校献立自校献立参考献立疏-献立統一献立自校献立自校献立自校献古

平均値エネルギー(kcal) 645 637 647 684 642 652 635 783 799 799 649 794

僻肪(g) 21.0 21.2 22.1 24.9 18.8 21.7 21.8 24.4 23.8 28.5 21.6 25.6

注 脂肪エネルギー比率は､エネルギー(kcaりと脂肪(g)から著者が算出した
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かわらず,このように脂肪エネルギー比率が高いと

いう事実は,一般には知られていない｡現在これほ

ど問題視されるようになった脂肪量の多い食事を,

公教育の場で子どもたちに施している学校が多いと

いうことを意味している｡さらに,このような給食

を子どもたちに食べさせているということは,脂肪

を好む噂好を育てており,生涯の食生活と健康に影

響を及ぼしている可能性があるということも,学校

給食に携わる諸機関において充分認識されなければ

ならないことである｡子どもたちの脂肪摂取過剰の

実態,そして,健康状態の悪化を踏まえ,早急に見

直しが必要である｡

近い将来,学校給食の平均栄養所要量の基準でも,

食事摂取基準と同様に下限が 20%となるものと予

想されることから考えても,脂肪エネルギー比率の

低い給食献立への改善は,急務と言える｡

2.高い脂肪エネルギー比率の背景

学校給食の脂肪エネルギー比率が高くなる原因に

ついては,主として,子どもたちの食事傾向の問題,

効率化による冷凍食品などの二次加工品使用の影響,

そして脂肪摂取に対する危機感の薄さの問題という

3つの背景があると考えられる｡

まず,子どもたちの食事傾向の問題では,脂肪を

含んだものを好む食嘩好が定着しているため,あっ

さりした料理は食べずに残してしまうという実態が

よく聞かれる｡また,子どもが少食であるという傾

向が強くなっているにも関わらずエネルギーの基準

は高く設定されているため,栄養士は苦労しており,

エネルギーの基準を満たすために脂肪含量を多くし

なければならないとも言われる｡

例えば,B校の栄養士は,脂肪の使用量を抑える

と,一食全体のエネルギーが低くなるため,デザー

トをつけるなどしてエネルギーを高くしていると,

述べている｡C校の栄養士は,主食がパンであるよ

りもご飯である方が,子どもたちは好み,糖質性エ

ネルギーがきちんと確保できるので,望ましいと述

べている｡

2点目に関しては,二次加工晶には脂肪含量が多

く,脂肪エネルギー比率が高くなりやすいと言われ

る｡表 1で最高値を示したD校では,調理員の数が

際立って少なく,設備も不十分であるために,二次

加工品の使用が多くなっており,その影響があるも

のと予想される｡

3点目については,わが国では長い間,栄養素不

足を心配する考え方が強かったため,脂肪に関して

ち,｢過剰に摂取してはよくない｣という意識が現在

も強く働いていないためと考えられる｡先に示した

学校給食要覧の平均摂取栄養量を見ても,栄養所要

量に対する充足率を示す際,脂肪については,範囲

を持ったものとして取り扱わなければならないはず

であるが,一覧表には,上限の数値に対して算出し

た数値のみが表記されている｡これでは,上限の数

値までは多く摂るほどよいという印象を与えやすい｡

表 1で見てきたように,上限を越えている学校が多

いことからも,また,F校やB校のように毎月の平

均値がほぼ 30%となっている学校があることから

ち,25-30%ではなく,上限の30%となることを目

指して献立が立てられている学校も少なくないこと

が予想される｡

学校給食は,児童の実態に則した,健康を導くも

のであらねばならない｡上記の基準に関しても,

｢個々の児童生徒等の健康及び生活活動等の実態並

びに地域の実情等に十分配慮し,弾力的に運用する

こと｣とされている｡子どもたちの過剰摂取傾向の

現状に鑑みると,脂肪摂取量の特別に少ない地域に

該当することが明らかでない限り,基準の上限を目

安に献立作成するのでは,子どもの健康を考えた学

校給食とは言い難い｡この基準値は自分たちの地域

で現実的なものに変えることはできる7のであるか

ら,むしろ,児童の実態に則したものに積極的に変

えて実施していくことが必要であろうO

表2 和食献立とそれ以外の場合における学校給食の脂肪エネルギー比率
単位 :鶴

献立群 学校 A ら C D E F 伝 H I J 平均値

完全な和食 26,826.828.829.923,322.626.922.623.023-8 25.4 *デザ- ト以外は和食 23.ー22.2 0 O 18.93一.328一018.0 0 25.0 23.8

**pく0.01

-19-



秋永優子 ･中村 修 ･渡連美穂 ･片捌結子 ･宮崎 藍 ･下村久美子

そこで,脂肪含量の少ない給食献立への改善に向

け,高脂肪エネルギー比率を生じる要因について,

10校の献立における脂肪エネルギー比率を分析し

て検討する｡

3.和食献立かどうかに関して

一般に,和食は,油や動物性食品の使用が少なく,

脂肪含量が低いと言われていることから,和食であ

るかどうかによる脂肪エネルギー比率の違いを調べ

たO

献立を和食であるかどうかで分類したところ,

｢完全な和食｣と ｢デザー ト以外は和食｣,｢その他｣

の3種に分けられた｡｢完全な和食｣はデザー トに至

るまで全て和食料理で構成されている場合,｢デザ

ート以外は和食｣は献立構成上附属品的な存在と考

えられるデザー トのみが和食ではない場合,｢その

他｣は和食料理を一品以上含むが ｢デザー ト以外は

和食｣ではない場合である｡

学校ごとに3種の献立群の脂肪エネルギー比率の

平均値を算出したところ,｢完全な和食｣献立群と

｢その他｣献立群とでは,全ての学校において ｢完

全な和食｣献立群が顕著に低かった(表2)｡両者の差

は,最低でも4.0ポイント,最高で 11.1ポイントに

達した｡｢完全な和食｣献立群における脂肪エネルギ

ー比率は,半数の学校が25%以下であったが,ほぼ

30%含んでいたところも見られたO｢その他｣献立群

については,脂肪エネルギー比率は,28.5%-33.9%

の間に分布しており,33%前後の学校が多かった｡

学校給食において,和食の献立の脂肪エネルギー

比率が低く,新しい食事摂取基準に照らし合わせて

も,望ましいものであることが明らかになった｡

4.主食が米飯かどうかに関して

次に,主食が米飯であるか否かの違いによって脂

肪エネルギー比率がどのように異なるかを調べた｡

｢米飯｣,｢米飯とそれ以外との組合せ｣および ｢そ

の他｣ に献立を分類し,学校ごとにそれぞれの平均

値を算出し,表3にまとめたO

主食が ｢米飯｣献立群と ｢その他｣献立群とでは

脂肪エネルギー比率は,いずれの学校でも ｢米飯｣

献立群が低かったO｢米飯｣献立群の場合,脂肪エネ

ルギー比率は22.2%から29.9%の範囲の分布となっ

ていた｡一方,｢その他｣献立群は,脂肪エネルギー

比率が非常に高く,低いところでも32.3%,高いと

ころでは40%近い値を示した｡

日本人の食事摂取基準と照らし合わせると,米飯

給食の場合は基準の範囲内にちょうど納まっている

が,米飯以外の献立の場合は全ての学校において

30%という上限を越えていることになる｡つまり,

米飯以外を主食とする献立は,子どもたちにとって

明らかに脂肪摂取過剰を招いていることが示された｡

5.揚げ物を含むかどうかに関して

揚げ物は,食物中の水分が油と交替し,こくとサ

クサクした口ざわりで,子どもにも人気が高いが,

当然脂肪を多く含みやすい｡

献立に揚げ物を含んでいるかどうかによって脂

肪エネルギー比率がどのように異なるかを,学校ご

表3 主食が米飯の場合とその他の場合における学校給食の脂肪エネルギー比率
単位 :鶴

献立群 学校 A B C DE F G H I J 平均値

米飯 2乱427.729.229.922,223.427.026.625.327.9 ……拝

米飯とそれ以外との組合せ 23.2 0 O 0 ー7.6 0 32,218,0 0 0

**pく0.01

表4 揚げ物料理の有無に見た学校給食献立の脂肪エネルギー比率
単位 :鶴

献立群 学校 A a C D E .F 伝 H I J 平均値

揚げ物を含む献立 35.233.434.236.5.26.636.734,629.327.535.5 ::::]*

糠p(0.01
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表5 主菜の主材料別にみた学校給食の脂肪エネルギー比率
単位 :鶴

献立群 学校 A B C D E ド G H I J 平均値

負.大豆.豆製品 26.528.729.030.824.724,026.12一.222.828.4 ……こ:].*

**pく0,01

とに調べた結果を表4に示す｡｢揚げ物を含む｣献立

群は,｢揚げ物を含まない｣献立群と比べて,総じて

高かった｡その差は,最高では8ポイント以上で,

最も少ない学校ではわずかに0.2ポイントであった｡

6.主菜の主材料に関して

脂肪は全般に,摂りすぎると肥満や生活習慣病の

原因となるが,とりわけ畜肉は,血清コレステロー

ル値を上げる飽和脂肪酸を多く含むため,より有害8

である｡日本の食事摂取基準 2では,飽和脂肪酸の

食事摂取基準も設けられ,摂取量に対する注意が求

められている｡そこには,｢10歳以上で血中 LDL

コレステロール値が高い場合,動脈硬化が進行する

可能性があるので,飽和脂肪酸摂取量の制限を含め

た対策が望まれる｣と付記されている｡学校給食に

おいても,動物性脂質の摂取量の基準が設けられて

いる｡この動物性脂質は,飽和脂肪酸が問題になっ

ていることから,肉(畜肉)を指すものである｡魚は,

動物性食品ではあるが,高度不飽和脂肪酸を飽和脂

肪酸以上に含んでおり,大豆 ･豆製品と同様,健康

上好ましいとされている｡

そこで,魚や大豆 ･豆製品を主菜の主材料として

図1二次加工品の使用頻度と使用献立群の脂肪エネルギー比率

D校 ◆

C校

▼
B校

▼

◆A校
◆l校

◆H校H校

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70 0.80 0.90 1.00
二次加工品使用頻度
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使った献立の場合と,肉などを主材料とした場合に

おける脂肪エネルギー比率を調べた(表 5)a

全ての学校において,魚や大豆 ･豆製品を主菜の

主材料として使った献立群は,脂肪エネルギー比率

が低く,21.2%から 30.8%の間であった｡その他の

材料を用いた献立群は,最低で27.1%,最高で33.2%

と,日本の食事摂取基準と比べても高めの脂肪エネ

ルギー比率となっていた｡

7.二次加工品使用に関して

給食の脂肪の含量が多くなる原因として,冷凍や

レトル トなどの二次加工品の使用,とりわけ主菜と

しての使用の問題があげられている｡そこで,二次

加工品を用いた献立の脂肪エネルギー比率について

調べた｡

二次加工晶を使用した献立群の方が脂肪エネルギ

ー比率が高い学校と,使用していない献立群の方が

高い学校とがあった｡

そこで,二次加工品使用頻度と給食の脂肪エネル

ギー比率の関連を調べるために,表 1で示した各学

校の月平均値と二次加工品使用頻度を対比してプロ

ットしたところ,r-0.88で,相関が認められた(図

1)｡このことから,二次加工品の使用頻度が高くな

ると,給食の脂肪エネルギー比率が全般に高くなる

ことが明らかになった｡

8.牛乳に関して

牛乳の脂肪は,3.8%の含有率で,一人分208g中

に7.8g含まれ,70.2kcalに相当する｡これは,例え

ば小学校中学年の場合,学校給食の平均栄養所要量

の基準で示されている総エネルギー650kcalの

10.8%もに当たるO

食事摂取基準に当てはめて考えると,低学年では

一食で摂取する脂肪の4割-6割,中学生では3割

弱-4割強を牛乳で占めることになる.

このような脂肪含量である牛乳は,いずれの学校
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でも,調査の対象となった全ての日に供されていた｡

9.脂肪エネルギー比率増加を押さえるための学校給

食献立のあり方

学校給食献立における脂肪エネルギー比率の高

低に関わる要素として,和食,米飯,揚げ物,主菜

の主材料としての魚や大豆 ･豆製品,冷凍やレトル

トの二次加工品,そして牛乳の6つが見出されたO

このうち､脂肪エネルギー比率に有意差の見られた

和食,米飯,揚げ物,主菜の主材料としての魚や大

豆･豆製品を要素とする各献立群の 10校の脂肪エネ

ルギー比率平均値を､表6にまとめた｡

各献立群間の比較すると,米飯とその他との差が

表6 種々の献立群の平均値の養
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最も大きく,8.5ポイントであった｡次が,完全な和

食であるかその他であるかで､やはり和食が低く,

6.7ポイントの差であった｡揚げ物を含むか否かと,

主菜の主材料に関しては,差はともに 4.5ポイント

程度であったが､現代の子どもの脂肪の摂取状況を

考えると､大きな意味を持つ数値である｡厚生労働

省平成 15年国民健康･栄養調査報告 9をもとに子ど

もの摂取する脂肪エネルギー比率を図示した(図 2).

食事摂取基準をオーバーしている子どもは､各年齢

で2割強からおよそ4割に上ることがわかる｡食事

摂取基準を4.5ポイント程オーバーしている子ども

は､各年齢で2割前後と考えられる｡子どもの健康

を考えた際,脂肪エネルギー比率低減のために,米

飯,和食､揚げ物を含まない献立,主菜の主材料と

して魚や大豆 ･豆製品の使用が期待される｡

次に,上記の献立要素のうちのどれから取り組ん

でいくとやりやすいかについて､検討する｡どの程

度容易に実施できそうかという,実施可能性につい

てみてみる｡一般的に見て可能性の高いものから順

にあげると,次のようであると考えられる｡

(1)和食の献立を増やす

(2)主菜の主材料として,魚や大豆 ･豆製品を積極的

に用いる

(3)揚げ物を減らす

冷凍やレトルトの二次加工品を減らす

(4)牛乳回数を減らす

(5)米飯回数を増やす

図2 男女別年齢別にみた脂肪エネルギー比率の分布

6-8歳 9-12歳 12-14歳 6-8歳 9-12歳 12-14歳

(厚生労働省平成晃 年国民健康 ･栄養調査報告 (2006)を もとに作成)

-22-



学校給食における脂肪エネルギー比率の現状と今後の献立のあり方

和食の献立については,表 7に示したように,1

校を除いて,非常に実施頻度が低い｡和食をとるこ

との大切さは,多くの栄養士からよく聞かれること

であり,また,経費を伴うものでもないため,献立

に多く取り入れて実施することは困難ではないはず

である｡

子どもたちの噂好も大きなネックとなっており,

和食は教職員には評判が良いが,逆に子どもたちの

残食は多いという実態は以前から見られ,近年その

傾向は強くなっているOそこに声かけし,和食に対

する関心を高め,食べる意欲を引き出すことが重要

である｡いかに温かく,楽しくいざなうことができ

るかは,教師の力量にかかっている 10と言える｡し

かし,担任教師には,子どもたちへの食教育に対す

る意識の低い人も多いため,栄養士および調理員に

よる子どもたちへの直接的働きかけと,教師に対す

る提言や助言による間接的働きかけが非常に重要に

なってくる｡

主菜の主材料として,肉を減らして魚などを積極

的に用いることに対しても,栄養士はすでに取り組

んでいる｡表 7に示した数値は,魚料理を主材料と

する献立にわずかに大豆 ･豆製品を主材料とした献

立が含まれるものであるが,一般家庭の魚料理の出

現頻度と比較すると高い頻度で実施しているといえ

る｡ただ,魚料理には二次加工品が用いられること

が多いため,揚げ物加熱に供されることや予想以上

に脂肪含量が高い料理も少なくない｡また,素材と

しての魚からの調理に比べると風味が悪く,子ども

の残食の原因ともなっている｡素材から作る魚料理

を供する中での子どもたちの食噂好形成が望まれる｡

学校給食において揚げ物献立が実施される理由,

および二次加工晶が使用される理由は,主として時

間と手間の節約のためであるという説明がよくなさ

れる｡また,蒸し物設備がない,焼き物設備がない

などの調理設備の問題があげられるOまた,主食と

して揚げパンやピロシキなどが取り入れられるのは,

献立のバリエーション付加が目的とされているのか

もしれないが､要するに子どもの噂好への配慮と考

えられる｡全般に揚げ物献立の実施頻度は高く､半

数の学校は3日に 1回から4日に1回供されている

ことになる｡生活習慣病雁患者や生活習慣病予備軍

の子どもを育てると,自治体や国は､後の医療保健

への出費と就業者の確保に苦しむことになる｡それ

よりは､自治体の一時的な支出は伴っても,子ども

を健康に育てていくための投資と考えて,給食調理

の施設設備の充実に積極的に取り組むことが先見性

があると言えよう｡

牛乳については,予算の問題がからまず,簡単に

表7 種々の献立の実施頻度
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実施できそうに思われがちであるOしかし,日本人

には,牛乳信仰 11があるため,牛乳の登場回数を減

らすのは容易ではない｡

学校給食の栄養所要量の基準では,多くの栄養素

等は1日の所要量の33%とされているにもかかわら

ず,カルシウムは 50%となっている｡｢牛乳につい

て,児童生徒等のカルシウム摂取に効果的であるた

め,その飲用に努めること 12｣とされている｡

実は牛乳では,大多数の日本人が該当する乳糖不

耐症の場合,カルシウムが吸収されないだけではな

く,カルシウムの排浬が促進される 13上,脂肪を多

く含んでいることも看過できない｡牛乳をすべての

献立につけることは,味の調和の点からも不適当で,

子どもたちの味覚や噂好の形成に及ぼす影響が心配

される｡また,牛乳を給食につけるのをやめたこと

によって,児童にとって食事の量が適量になり,秦

かずやご飯の残食も減ることが報告 14されている｡

前述のように､主食を米飯にすることによる脂肪

エネルギー比率の低減は,最も顕著であった｡表 7

中で米飯実施頻度が 0.8前後となっている学校は,

米飯が週 4回実施されているところである｡これら

の学校には､脂肪エネルギー比率が特に高いところ

は含まれていなかった｡米飯実施回数の低いところ

は,回数を増やすことが望まれるOしかし,米飯給

食の回数は,自治体によって定められているため,

栄養士の一存では変えられない場合が多い｡米飯に

は,食事全体の脂肪エネルギー比率を下げるだけで

なく,次のような利点があるため,基本的には,毎

日の実施が望ましい｡全国の4.5%の学校で､米飯給

食週 5日以上が行われている｡

(1)ご飯は,身体に負担のないエネルギー源として

優れたものである｡

(2)ご飯は,リード性 15の高い主食である｡口中調味

をしながら食事をする日本人にとって,ご飯は,秦

かずがおいしく感じられる主食であり,一緒にいろ

いろなおかずを食べたくなるO他の主食には味がつ

けられており,味の面で完結してしまうため,おか

ずを食べたいと感じられない｡

(3)ご飯はおいしく,子どもたちの多くは,給食の

パンよりもご飯の方が好き 16である｡

(4)米は自給率が高い食品であり,さらに地場産のも

のを容易に入手することができる｡子どもに将来に

わたって食べさせる主食として適している｡また,
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国産であるため,農薬の使用が限られており,安全

性が高い｡一方,小麦粉製品には,外国産小麦が使

用されているため,ポストハーベス トもされており,

特に学校給食用パンには農薬の含有量が多い 17こと

が明らかになっている｡

(5)米は,社会科や総合学習,家庭科などで学習の

題材となり,さらに地場産であれば,みそ作りに利

用する,生産者と交流する,循環授業 18で学ぶなど,

子どもたちへの教育的価値が高く,相互に影響し合

って子どもたちの米飯給食に対する関心を高める機

会が多い｡

(6)米飯を主食とした食事によるアトピーの改善な

どが聞かれている｡

10.まとめ

学校給食は,子どもたちの現在の食生活や健康だ

けでなく,成人後の食習慣や食噂好にも強い影響力19

を持つものである｡学校給食の脂肪エネルギー比率

は高い学校が多く,献立作成時における脂肪摂取に

対する危機感の薄さが感じられた｡

子どもたちが生活習慣病を回避でき,健康に過ご

し,成長し,成人として元気に就労していくために,

脂肪エネルギー比率へ配慮した献立構成による学校

給食の実施が望まれる｡

施設設備や自治体の取 り決めなどと関連の大き

い事項もみられるが,設置者にそれらの充実を働き

かける一方で,給食献立の見直しによる改善も,早

急に必要である｡

Ⅳ 要約

本研究は,学校給食における脂肪摂取の問題に注

目し,脂肪エネルギー比率の観点から現状を調べ,

増加する要因を検討した｡新しい日本人の食事摂取

基準が平成 17年 4月に公表された後に実施された

10校の給食献立を分析したところ,以下の結果を得

た｡

給食の脂肪エネルギー比率の月平均値が高い学校

が多く,6校では食事摂取基準の上限を越えていた｡

｢完全な和食｣献立群では半数の学校が25%以下

であったが,｢その他｣献立群では 33%前後の学校

が多かった｡

いずれの学校でも ｢米飯｣献立群の脂肪エネルギ

ー比率は 22.2%から 29.9%の範囲であったが,｢そ
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の他｣献立群は,32.3%から40%近い値であったO

｢揚げ物を含む｣献立群の脂肪エネルギー比率は,

｢揚げ物を含まない｣献立群と比べて,どの学校で

も高く,10校の平均値は33.0%と28.5%であった｡

全ての学校において,魚や大豆 ･豆製品を主菜の

主材料として使った献立群は,脂肪エネルギー比率

が低く,21.2%から 30.8%の間であった｡その他の

献立群では,27.1%から33.2%となっていた｡

二次加工品使用や牛乳が,給食の脂肪エネルギー

比率を上げていることなども示され,給食献立の総

合的な見直しの必要性が明らかになった｡
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